
推薦のことば

建設工事は、単品生産、現場生産、受注生産という特徴を持つ。この建設工
事の契約に、広く一般的に適用される「請負」は、民法で規定される典型契約
のひとつであり、「当事者の一方（請負人）がある仕事を完成することを約し、
相手方（注文者）がその仕事の結果に対してその報酬を支払うことを約するこ
とによって、その効力を生ずる」と規定されている。
契約にあたっては、構築される目的物の仕様だけでなく施工条件を明示する

ことが重要であり、現場の状況が当初想定したものと異なる場合の変更の手続
きを予め決めておくことが肝要であるのは、これらの特徴に由来する。
さらに、これらの変更に関わる契約のマネジメントは利益に影響を及ぼすた

め、受発注者双方にとって大きな関心事である。受注者にとっては、設計変更
によって契約金額を増額できるかどうかが、発注者にとっては、予算内かつ工
期内に工事を完了できるかどうかが大きなテーマであり、官民懇談会のテーマ
のひとつとして継続して取り上げられている所以である。
一方、我が国の公共工事で広く用いられている標準請負契約約款は、総価契

約（ランプサム契約）である。総価契約では、契約の内訳を定めず、総額を請
負金額とする契約であり、契約金額を変更する際には、受発注者間の交渉が必
要となる。総価契約単価合意方式が適用されるようになった背景には、契約金
額の変更の根拠を予め契約時に定めることにより、変更手続きを円滑に実施す
ることがある。また、支払い手続きや契約変更の運用の実際は、発注者によっ
て、ともすれば担当者によって異なるとも言われてきた。
設計変更ガイドラインが国土交通省から示された背景には、これらの要因が

ある。契約金額の変更や工期の変更に関する契約の運用を受発注者双方で事前
に理解しておくことが契約のマネジメントにおいて極めて重要なのである。
現在、我が国の公共事業で用いられている契約は、工事の請負契約だけでな

く、業務の委託契約、設計施工一括の契約、マネジメント契約等多様となって
きている。また、世界の契約制度はさらに多様であり、新しい契約方式が次々
に開発されている。事業で達成したい目的や民間企業の提供されるサービスに
応じて、受発注者の役割や責任分担を適切に配分し、公共事業の改善が図られ



てきていると言える。民間の技術力を有効に活用し、より良い公共事業を実現
するための契約制度のさらなる発展が期待されている。
本書は、我が国の公共工事標準請負契約約款に基づき、公共工事における契

約変更の実際を設計変更と工期設定に焦点を当てて、その実例を取り上げて丁
寧な解説を試みたものである。米国における公共工事の契約変更やクレーム・
紛争処理を示すことで我が国の制度の特徴も明らかとなっている。国内外の契
約の実務に明るい執筆者の皆様のご尽力の賜物であり、受発注者双方にとって、
現在の請負契約の運用の実際とその特徴を理解するうえで、極めて意義の大き
い図書となっている。
公共工事に関わる国や地方公共団体等の発注者、請負工事を受注する建設会

社、専門工事会社、調査設計或いは契約監理の業務を担当する建設コンサルタ
ント会社やCM会社等の実務者はもちろんのこと、建設マネジメント分野の
教育研究に関わる大学関係者も含めた幅広い方々に一読を推薦する次第であ
る。

　　平成26年7月吉日

東京大学大学院工学系研究科

教授　小澤 一雅



はじめに

我が国の公共工事の入札契約制度については、これまで様々な改革が進めら
れてきた。1990年代に社会的に大きな問題となった大手ゼネコンのスキャン
ダルは、入札契約制度に大きな変革を迫ることとなった。大規模な工事につい
ては、長年採用されてきた指名競争入札に代えて一般競争入札が導入されるこ
ととなり、平成17年（2005年）からは国土交通省の直轄工事では総合評価落
札方式が本格的に導入された。
一方で、入札契約制度の基本原則を定めている会計法は、明治22年（1889

年）に制定された明治会計法の時代から、その枠組みはほとんど変わっていな
い。価格による一般競争入札を原則とし、予定価格による上限拘束を有する会
計法は、現在では世界に例を見ない特異な法律となっている。社会情勢が変化
する中で、将来の入札契約制度を考えるに当たっては、基本原則を再構築する
べく様々な議論が持ち上がっている。
公共工事の契約は、設計上の想定が現場と異なることは日常茶飯事であり、

設計変更が生じることにより契約金額の増減を伴うことがほとんどである。そ
して、設計変更をどのように行うかが、受注企業の損益へ大きく影響する。し
かし、受注者を決定するプロセスである入札方式に比べて、契約変更方式の見
直しについて議論がされることは少ない。今後、受注者決定プロセスとしての
入札契約方式の改革と並行して、契約変更の方式についても改革が進められる
ことを期待したい。
また、平成17年に制定された「公共工事の品質確保の促進に関する法律」

の改正法がこの6月に公布・施行され、設計変更についても発注者の責務が明
確にされた。今後、適切な設計変更が徹底されることを期待したい。
本書では、今後の変革の道筋については問題提起にとどめ、現行の制度を前

提として、適切な設計変更を行うための参考の書を著すこととする。

　　平成26年7月吉日

木下 誠也
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おわりに

我が国の公共工事の入札契約制度の大改革が行われた直後の平成7年（1995
年）に、日本土木工業協会（現日本建設業連合会）と建設省各地方建設局等（現
国土交通省各地方整備局等）との共同開催による「公共工事の諸課題に関する
意見交換会」が開始された。その後、各都道府県の建設業協会、日本道路建設
業協会、日本橋梁建設協会、プレストレスト・コンクリート建設業協会、建設
産業専門団体連合会、建設コンサルタンツ協会、全国地質調査業協会連合会、
全国測量設計業協会等との意見交換会が逐次開催されてきた。
当時、これらの意見交換会における主要な課題の背景となったのは、一般競

争入札の導入、建設市場の国際化、建設コスト縮減対策、規制緩和の推進等で
あった。これらはいずれも公共工事の品質確保の問題と密接に関連しており、
品質確保の観点からの入札契約制度のあり方や、調査・設計・積算、監督・検
査及び支払等に係る効率的な建設生産システムのあり方について、様々な意見
の交換が行われた。また、昭和25年（1950年）に制定された公共工事標準請
負契約約款についても一連の改革を反映し、昭和47年（1972年）以来、23年
ぶりに大きく改正された。
各章で取上げた各種施策は、受発注者の代表による意見交換会の大きな成果

であるが、当初から一貫して主要テーマとして挙げられたのは、施工条件の明
示と設計変更の円滑化・適正化に関する課題であり、受注者側の見解としては
制度そのものより、その運用に問題があるというものであった。
本書を編纂することとなった背景もここにあり、これまで受発注者の努力に

よって設計変更の円滑化に向けた仕組みは逐次構築されてきたものの、実質的
な運用の段階で、例えば「予算がない」「議会承認が得られない」「前例がない」
等々発注者責任の観点から問題のある事態も多々見られた。また、受発注者間
の契約の片務性も根絶しているとは言いがたく、受発注者双方において、契約
についての観念の希薄さが適正な契約変更を阻害してきたとも言える。
そのような中、東京大学大学院の小澤一雅教授をはじめとする専門家により、

我が国の公共工事の契約問題について研究が進められるようになった。
本書は公共工事の安全や品質確保を含めた、現場の生産性向上に大きな影響



を及ぼす「契約変更」の円滑化を図ることを目的に、工事の契約と設計変更、
施工条件の明示、建設生産システムの効率化、工期の設定、米国連邦調達規則
と入札及び契約変更に関し、取りまとめたものである。
柱の一つでもある設計変更の事例と質問に対する解説に関しては、多岐にわ

たる事例を紹介するよう配慮した。これらの事例は、日本建設業連合会、全国
建設業協会、日本道路建設業協会、日本橋梁建設協会及びプレストレスト・コ
ンクリート建設業協会の加盟各社からの取材に基づくものであり、協力いただ
いたご担当の皆様には貴重な時間を割いていただいたことに感謝したい。
建設生産システム向上への取組みや各種施策に関しては、全国建設業協会の

田上澄雄技術顧問、国土交通省大臣官房技術調査課の高村裕平建設システム管
理企画室長、総合政策局公共事業企画調整課の稲垣孝企画専門官、元関東地方
整備局技術開発調整官の望月美知秋氏、並びに関東地方整備局の奥秋 一地方
事業評価管理官のご指導をいただいた。また、東京国道事務所の丸山昌宏計画
課長からは、大都市における様々な制約条件の下での工事に関する貴重なご意
見を頂戴し、元会計検査院国土交通統括検査室長の市川啓次郎氏には、コラム
で適切な設計変更の必要性を説いていただいた。
公共事業執行の仕組みから明らかなように、発注者、設計者（調査を含む）、

施工者のそれぞれに技術者が存在し、その技術的判断を基礎として公共工事は
進められる。発注者側の技術者は施設整備の計画を作り、設計から維持管理に至
るマネジメントを担当し、適正なエンジニアリングジャッジを行うことが重要で
あり、設計・施工の各段階では建設コンサルタントや建設会社の技術者が自己
の保有する専門技術や応用能力を駆使して、設計や現場の施工管理を担当する。
設計変更という行為は、こうした関係者間の信頼と理解があってこそ適切に

行われるものである。このことから、相互のパートナーシップを基に本書が有
効に活用され、契約変更が適正かつ合理的になされることを願うとともに、発
刊に当たって多大なご尽力をいただいた経済調査会積算技術部の東寺裕康氏、
宮脇淳氏、及び編集部の山内昇氏、西田知文氏、重田佳来子氏に心から御礼申
し上げたい。

　　平成26年7月吉日

木下 誠也
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